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１ はじめに

平成2�年３月11日に発生した三陸沖を震源とす

る海溝型地震とそれに伴う巨大な津波により引き

起こされた東日本大震災は、死者、行方不明者あ

わせて約２万人という甚大な被害をもたらしまし

た。四方を海で囲まれ、海洋プレートと大陸プレー

トの境界に位置する日本は、これまでも幾多の津

波災害を経験しており、今後も、巨大地震等に起

因する津波災害の発生が懸念されています。

津波から人々の命を守るためには、海岸保全施

設等のハード面の対策に加えて、ソフト面の対策

を充実することが不可欠です。特に、ソフト面の

対策では、海岸線等（津波の遡上が予想される

河川等を含む。）を有する全ての市町村において、

津波避難対象地域、緊急避難場所・避難路の指定、

情報伝達等について定めた津波避難計画の策定を

促進する必要があります。また、それぞれの地域

において、住民等が参画し、地域ごと（例えば、

自主防災組織、町内会等）の津波避難計画を策定

することも重要です。

そこで本稿では、平成25年３月に消防庁が公表

した「津波避難対策推進マニュアル検討会報告

書」＊（以下、「本報告書」といいます。）の内容

について、「市町村における津波避難計画策定指

針」及び「地域ごとの津波避難計画策定マニュア

ル」を中心にご紹介します。

２ 本報告書の概要等について

消防庁では、東日本大震災を踏まえ、今後発生

が懸念される巨大地震等に起因する津波災害に対

する地方公共団体の取組を推進するため、平成24

年６月から「津波避難対策推進マニュアル検討会」

（座長：室﨑益輝関西学院大学総合政策学部教授

（当時））を開催しました。検討会では、「津波対

策推進マニュアル検討報告書」（平成14年３月）

で示された内容について、①東日本大震災の教訓

や知見、東日本大震災を踏まえた法制度の見直し

等を「市町村における津波避難計画策定指針」に

反映させること（次章参照）、②徳島県海陽町と

愛知県弥富市で津波避難についてのワークショッ

プや津波避難訓練を実施し、その内容を「地域ご

との津波避難計画策定マニュアル」に反映させる

こと（第４章参照）を中心に検討を行いました。

これらの検討結果のほか、地方公共団体の防災

担当者等にとって参考となる資料や事例などをと

りまとめたものが本報告書です。

本報告書は、津波避難計画の策定及びその計画

に基づく訓練の実施にあたり果たすべき役割とし

て、①都道府県は、市町村が策定すべき津波避難

計画に係る指針の策定、市町村における津波避難

計画の策定及び避難訓練の実施への支援、津波浸

水想定の設定及び公表、②市町村は、市町村全体

の津波避難計画の策定及び避難訓練の実施、住民

参画による地域ごとの津波避難計画の策定の支援、

□津波避難計画の策定促進について

― 消防庁「津波避難対策推進マニュアル検討会報告書」より

消防庁国民保護・防災部防災課
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津波ハザードマップの作成・周知、③住民は、地

域ごとの津波避難計画の策定、避難訓練の実施又

は参加をあげています。

３ 市町村における津波避難計画策定指

針について

本報告書は、津波避難を円滑に実施するために

は、地域の実情を踏まえつつ、広域的かつ統一的

な考え方に基づいた津波避難計画を策定する必要

があることなどから、都道府県は市町村が策定す

べき津波避難計画に係る指針を策定することが求

められるとし、市町村が津波避難計画を策定する

ために都道府県が市町村に対して示す指針の参考

となる「市町村における津波避難計画策定指針」

を提示しています（資料１、資料２参照）。この

策定指針は、平成14年３月の報告書の内容から、

主に次の点が変更されています。

①津波による人的被害を軽減するためには、住民

等一人ひとりの主体的な避難行動が基本となる

ことを記述しています。

②防災基本計画、中央防災会議防災対策推進検討

会議「津波避難対策検討ワーキンググループ」

報告（平成24年７月）、津波防災地域づくりに

関する法律の規定等を示し、津波浸水想定は、

最大クラスの津波が悪条件下を前提に発生した

ときの浸水の区域及び水深を設定することとし

ています。

③津波の危険から緊急に避難するための施設等で

ある「緊急避難場所」と、中長期にわたり避難

する施設である「避難所」を峻別しています。

④東日本大震災時の調査結果による平均避難速度

等を考慮して地域の実情に応じた避難可能距離

資料１　津波避難計画の概念図
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等を設定することについて記述するとともに、

避難可能距離等は、避難訓練により確認・検証

し、見直すことが重要であると指摘しています。

⑤東日本大震災では、消防職員、消防団員、市町

村職員、民生委員などの避難誘導等に従事され

た方々が犠牲になったことを踏まえ、避難誘導

等に従事する者の安全確保について留意すべき

ことを明記しています。

⑥自らの命は自らが守るという観点に立って、強

い揺れや弱くても長い揺れがあった場合にはで

きうる限り迅速に高い場所への避難を開始し、

率先して避難行動をとることなど、住民等に対

する津波防災に関する教育、啓発の重要性を強

調しています。

⑦津波避難訓練の実施にあたっては、地域ぐるみ

の実施体制の確立を図り、住民のみならず、観

光客、釣り客、海水浴客、漁業・港湾関係者、

海岸等工事関係者等の幅広い参加を促すととも

に、実践的な津波避難訓練を少なくとも毎年１

回以上実施し、その成果や反省点を津波避難計

画等に反映させることが重要であると指摘して

います。

４ 地域ごとの津波避難計画策定マニュ

アルについて

(1) ワークショップによる地域ごとの津波避難計

画の策定

本報告書は、住民等が津波から安全に避難でき

るための計画を策定するには、その地域の情報に

詳しい地域住民自身が計画づくりに参画する必要

があることから、住民参加のワークショップ形式

を用いて地域ごとの津波避難計画を策定する手法

について参考となる「地域ごとの津波避難計画策

定マニュアル」を示しています。また、本報告書

は、住民が津波避難計画づくりを通して学んだこ

とをそれぞれの地域に持ち帰り、地域の自主防災

資料２　津波避難計画において定める必要がある事項

１　津波浸水想定区域図

①最大クラスの津波の設定

②計算条件の設定

③津波浸水シミュレーションの実施

④津波浸水想定の設定

⑤津波到達予想時間の想定

２ 避難対象地域 １津波浸水想定区域図に基づき避難対象地域を指定

３ 避難困難地域 予想される津波の到達時間までに避難が困難な地域の抽出

４ 緊急避難場所、避難路等 緊急避難場所、避難路等の指定・設定

５ 初動体制 職員の参集基準、参集連絡手段等の明確化

６ 避難誘導等に従事する者

の安全確保
退避ルールの確立、情報伝達手段の整備

７ 津波情報の収集、伝達
大津波警報・津波警報、津波注意報、津波情報の収集伝達手段・

体制等

８ 避難指示、勧告の発令 避難指示、勧告の発令の基準、手順、手段等

９ 津波対策の教育、啓発
津波避難計画・ハザードマップ等の周知、津波の知識の教育・啓

発の方法等

10 避難訓練 避難訓練の実施体制、内容等

11 その他の留意点
観光客、海水浴客、釣り客等の避難対策、災害時要援護者の避難

対策
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リーダーとして自らの地域の防災力を向上させる

ことも、この計画づくりの目的の一つであり、過

去の津波災害により大きな被害を受けた地域では、

過去の災害から学んだことを後世に伝えることも

大切となると指摘しています。

(2) ワークショップのメンバー・役割

本報告書は、ワークショップのメンバーについ

て、地域住民、市町村防災担当職員、消防職員、

消防団員を中心に構成し、地域住民等の代表の選

出にあたっては、住民のみならず地域の学校、民

間企業、港湾・漁業関係者、ボランティア等の参

加も得られるように幅広いメンバーを募り、必要

に応じて都道府県の防災担当職員や学識経験者等

にもメンバーに入ってもらう必要があるとしてい

ます。

また、ワークショップにおける主な役割とし

て、①住民等は、ワークショップを開催して地域

ごとの津波避難計画を策定し、その計画を地域住

民等へ周知すること、②市町村は、住民等に対し

て、ワークショップ開催を促すとともに、ワーク

ショップの運営に参画すること、③都道府県は、

ワークショップの運営を支援することなどをあげ

ています。

(3) ワークショップにおける検討事項

津波避難のあり方は、地域の状況によって異な

ります。本報告書は、ワークショップにおける検

討事項として、①津波災害、自分が住んでいる地

域の危険性等について理解を深めること、②津波

からいかに避難するかについて考えること、③ 

避難先や避難経路等について、避難訓練で検証す

ること、④ワークショップで学んだことを今後の

津波避難対策にどのように活かしていくかについ

て考えることをあげています。

(4) ワークショップ終了後の留意事項

本報告書は、ワークショップの終了は地域の

津波避難対策への出発点とも言えるとし、ワー

クショップ終了後の留意事項として、①ワーク

ショップ参加者が中心となり、地域住民に津波避

難計画を周知させ、地域住民全てが津波避難を考

えること、②住民と行政が協働して津波避難対策

を進めていくこと、③津波避難訓練の実施等を通

じて、また、中長期的には津波防災施設の整備、

土地利用の変化等を踏まえながら、津波避難計画

を見直すこと、④ワークショップによる地域ごと

の津波避難計画は一つの成果であるが、それで完

了するのではなく、津波避難訓練の実施など継続

的な取組が必要であることをあげています。

(5) 実施例の紹介

本報告書では、徳島県海陽町と愛知県弥富市に

おいて実施したワークショップや津波避難訓練に

ついて紹介しています（資料３、資料４、資料５

参照）。

資料３　ワークショップの様子

資料４　津波避難訓練の様子
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５ おわりに

消防庁では、平成25年度においては、津波避難

の専門家等を市町村に派遣するなどにより、引き

続き市町村における津波避難計画の策定を支援し

ています。

本稿が、津波避難計画の策定等の一助となれば

幸いです。

＊「津波避難対策推進マニュアル検討会報告書」

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h24/

tsunami_hinan/index.html

本報告書の内容に沿った津波避難に係る啓発映像

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/tsunami_hinan_movie/

index.html

24 9 25 ( ) 24 10 5 ( )

25 1 14 ( ) 24 12 7 ( )

25 1 26 ( ) 24 12 22 ( )

25 2 3 ( ) 25 1 19 ( )

資料５　ワークショップ等の実施例
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